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東京消防庁・各指定都市消防長 

 
消防庁国民保護・防災部防災課長 

参事官 
広域応援室長 
防災情報室長 

 
災害時に携帯電話等を所持している要救助者の位置情報が把握できない場合の 

対応について(通知) 
 
電気通信事業者は、救助を要する者を捜索し、救助を行う警察、海上保安庁又は消防そ

の他これに準ずる機関（以下「救助機関」という。）からの要請により救助を要する者の
携帯電話等の位置情報の取得を求められた場合においては、その者の生命又は身体に対す
る重大な危険が切迫しており、かつ、その者を早期に発見するために当該位置情報を取得
することが不可欠であると認められる場合に限り、当該位置情報を取得することができる
こととされております（電気通信事業における個人情報等の保護に関するガイドライン
（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第４号第 41 条第 5 項。以下「ガイドライ
ン」という。）。これに基づき、消防本部による、携帯電話事業者に対する救助を要する者
（以下「要救助者」という。）の位置情報提供要請については、別紙３の「携帯電話等を
所持している要救助者の位置情報が把握できない場合の対応の変更について(通知）」（令和
４年 3 月 30 日付消防情第 181号。以下「令和４年通知」という。）において定められてい
るところです。 
このたび、総務省総合通信基盤局より別紙２の「災害時の位置情報の提供について(通

知)」(令和 6 年６月 28 日付総基用第 95号。以下「総合通信基盤局通知」という。)が発
出されたことを踏まえ、携帯電話事業者に対する要救助者の位置情報提供要請について、
別紙１のとおり整理しました。 
本通知の内容については、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処

担当）及び総務省総合通信基盤局と調整済みのものです。 
各都道府県消防防災主管部におかれましては、貴都道府県内の市町村防災部局及び管轄

殿 



総務省消防庁 国民保護・防災部 
防災課 防災情報室 
担当：金子 吉田 豊國 荷見 桐山 
電話：03-5253-7526 
Email：location_search@ml.soumu.go.jp 

する消防本部（東京消防庁及び指定都市を管轄する消防本部を除く。）へ本内容について
周知をお願いいたします。 
なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助言と

して発出するものであることを申し添えます。 
 

記 
 
救助機関において携帯電話等を所持している要救助者の位置情報が把握できない場合の

対応については、総合通信基盤局通知が発出されたことを受け、別紙１のとおりとなりま
す。以下に留意の上、適切にご活用ください。 

 
 

１．今回の総合通信基盤局通知のポイント 
（１）救助機関に該当する機関について 

位置情報提供要請が可能な救助機関として、都道府県災害対策本部及び市町村災害
対策本部が新たに加えられること。 

 
（２）電話番号不明時の対応について 

緊急(災害)時においては、携帯電話番号が不明の場合であっても、氏名・住所等で
要請が可能であること。  

 
（３）過去位置情報について 

    現在の位置情報が確認できない場合、最後に確認された位置情報の提供が可能であ
ること。 

 
２．積極的な活用について 

都道府県災害対策本部及び市町村災害対策本部並びに消防本部においては、要救助者
の生命又は身体に対する重要な危険が切迫し、位置情報取得が不可欠であると認められ
る場合、この位置情報提供要請を積極的に活用されたいこと。 

 
 
 
 



    別紙１ 
 

※ 今回の総合通信基盤局通知発出を踏まえ、新たに留意すべきポイントに下線を 
引いております。 

 
災害 1時の救助機関から携帯電話事業者に対する要救助者の位置情報提供要請につい

て 
 
１ 要請を行う要件 

救助機関 2が携帯電話事業者に対して、要救助者の位置情報提供要請(以下「要請」とい
う。)を行う場合は、次の要件を全て満たすこと。 
(1) 要請の目的が、要救助者の生命、身体の保護であること。 
(2) 要救助者の生命又は身体に対して重大な危険が切迫していると認められること。 
(3) 要救助者を早期に発見するために当該位置情報(基地局位置情報又は GPS 位置情
報)を携帯電話事業者が取得し、係る情報の提供を受けることが不可欠であると認め
られること。 

 
２ 要請時の留意事項 

要請を行う救助機関は、以下の事項について、要請先の携帯電話事業者に示すこと。 
① 位置情報を取得したい者の氏名 

  ② 位置情報を取得したい者の電話番号(ただし、緊急の場合3は住所等) 

                                                        
1 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 2 条第 1 号に規定する暴風、竜巻、豪雨、
豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象又
は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で
定める原因により生ずる被害をいう。 
2 救助機関とは、生命又は身体に対する重大な危険が切迫している状況下にある者を捜索
し、救助を行うことについて、権限や責任を有する警察、海上保安庁、消防等の機関を指
す。また、災害対策基本法第 23 条に基づき設置された都道府県災害対策本部、同法第 23
条の２の規定に基づき設置された市町村災害対策本部については、救助を行うことについ
て責任を有する部門が、災害対策基本法第 50 条の規定に基づき被災者の救難、救助その
他保護に関する事項を行う場合において、これをガイドライン第 41条第５項に規定する
「その他これに準ずる機関」に含まれることとする。加えて、自衛隊法（昭和 29 年法律
第 165号）第 83 条（災害派遣）の規定に基づき派遣された自衛隊の部隊等については、
「その他これに準ずる機関」に含まれることとする。 
3 緊急の場合においては、例えば、電話番号が分からない場合は、携帯電話事業者が個人を
特定する場合に必要となる最低限の情報（氏名、住所等）であっても、位置情報の提供要請
を行うことができる。 



③ GPS 位置情報、基地局位置情報どちらの取得を希望するか 
④ 位置情報を取得したい理由 4 
⑤ 提供を要請する救助機関名、責任者の署名 5、担当者の氏名及び連絡先 
⑥ 以下の内容を誓約すること 
１． 提供を受けた位置情報を救助の目的以外に使用しないこと 
２． 提供を受けた位置情報について、救助の目的のため他の救助機関に提供する場

合を除き、その他の機関に提供しないこと 
３． 提供を受けた位置情報の安全管理 6のために必要かつ適切な措置を講じること 
４． 提供を受けた位置情報が救助の目的のために必要がなくなった場合は適切に廃

棄すること 
⑦ 提供を受けた位置情報について、救助の目的のため他の救助機関に提供する場合

には、予め提供先の救助機関名を明示していること 
 

３ 要請時の様式 
要請に使用する文書については総合通信基盤局通知様式第１を活用すること。 
 

４ 要請の流れ 
要請の流れについては別紙１別添１を参照のこと。 
 

５ 注意事項  
要請を行う際の注意事項については別紙１別添２を参照のこと。 

 
６ 適用開始日 
  この通知は、令和６年 6 月 28 日から適用する。 
 

                                                        
4要請を行うためには、理由の中で、位置情報を取得したい者の生命又は身体に対する重大
な危険が切迫していることを客観的に裏付けられるとともに、その者を早期に発見するた
めに当該位置情報を取得することが不可欠であることが示される必要がある。 
5 自署であることを要しない。責任者は例えば以下のとおりである。 
消防 消防長、消防署長、警防部長、緊急消防援助隊指揮支援隊長 
地方公共団体 災害対策本部長 

 
6 安全管理には、少なくとも、提供を受けた位置情報を扱う従業者の必要かつ適切な監督や、
提供を受けた位置情報を救助の目的のためにその他の機関に提供する場合における提供先
機関に対する必要かつ適切な監督が含まれなければならないものとする。 



 別紙１  
 別添１  

位置情報提供要請の流れ 

救助機関 携帯電話事業者 
判断 
・救助機関として、客観的な事実に基づき、
要件に該当するか厳密に判断する。 

依頼の電話 
・要請する旨を別紙１別添３の窓口連絡先に
電話で連絡する。 

位置情報の提供要請書の送付 
・総合通信基盤局通知様式第 1（提供要請 
書）に必要事項を記入し送付する 1。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
受入    
・都道府県災害対策本部、市町村災害対策本 
部が救助を目的として提供を要請した場合 
は適切な安全管理を講じた上で他の救助機 
関へ提供する。 

 
 
 
受付 
・準備着手 

 
受領 
判断 
位置検索 
・総合通信基盤局通知を基に様式第１
に必要な事項が記載されているかを
確認。提供要請に係る者が自らの契
約者かどうかを確認し、契約約款等
に基づき、契約者の端末の位置情報
を確認する。 

・契約者の端末の電源が入っていない
その他の事情で位置情報を確認でき
ない場合は契約約款等に基づき最後
に確認された契約者の端末の位置情
報を提供することができる。 

回答 
・総合通信基盤局通知の様式第２を参考 
に回答。 

（後日） 
原本を送付 

 
受領 
 

 

                                                   
1 電話をかけて要救助者の絞り込みを行う場合には、まずは電話番号の特定を携帯電話事
業者に対して依頼すること。 



 別紙１ 
別添２ 

1．要請の際の注意事項について  
 

（１）注意事項 
・携帯電話事業者からの回答様式（例）は、総合通信基盤局通知様式第２のとおり。 
・電話番号不明時、個人を特定するための情報(氏名、住所、生年月日、氏名のふりが
な、性別等)をより多く記入した方が位置情報を確認できる可能性が高まること。 

・電話番号の記入をしていれば、電話番号不明時と比較し、携帯電話事業者による迅
速な回答が可能になることに留意すること。 

・過去の位置情報については相当程度の期間が経過した情報の場合、提供されないこ
とに留意すること。 

・携帯電話事業者によっては位置情報の提供が困難な場合があること、特に MVNO
においては現時点において位置情報の取得が困難であること、個々の携帯電話事業
者の処理能力により時間を要する場合があることに留意すること。 

・要請に際し、安否不明者名簿を活用する場合、救助機関による専門的判断の下、絞
り込まれた「要救助者」を対象として行われるべきこと。たとえば、当該名簿に記
載された者に対して電話をかけるなどの方法により、安全が容易に確認できる場合
には、要救助者からは排除し、簡便な手段によっては除外できない者のみを対象と
して要請を行うことに留意すること。 

・災害とは無関係の事案(急病等)における要請については、令和４年通知を参照され
たいこと。 

 
 
（２）プライバシー性について 

位置情報は、違法性阻却事由がある場合を除き、電気通信事業者が本人の同意な
く他人に提供しないものとされている。特に、本通知で行う照会のうちGPS 位置
情報については、電気通信事業者が営業上保有しない情報の新たな取得を依頼する
ものである。また、位置情報は高いプライバシー性を帯び、人命救助の場面におい
て一定の有効性を持つと考えられる一方で、不正利用や誤って取り扱われた場合に
は、事後的な回復が困難な被害が生じ得るものであり、取扱いについては慎重を期
す必要があることを強く認識し、以下の点に留意すること。 
① 要請要件の該当性の判断は厳重を期すること。 
② 提供された情報の取扱いは、救助機関内においても最小限に限ること。 
③ 提供された情報については、各市町村における個人情報保護に関する規程に基
づいて適切に管理すること。特に要救助者の家族等救助を求めた者へ情報提供す
る場合は、要救助者本人の意思を尊重し、プライバシーに十分配慮した対応を行
うこと。 

 



 

 ２．GPS位置情報を要請する上での留意事項について 
 
（１）GPS 位置情報が取得可能となるのは下記項目を全て満たしていることが条件とな

ること。 
・携帯電話等の電源が入っていること。 
・携帯電話サービス圏内にあること。 
・携帯電話等のGPS 機能が「ON」設定となっていること。 
・スマートフォンの場合、携帯電話等にプリインストールされている位置情報提供ア
プリの位置提供設定が「ON」設定等となっていること。 

 
（２）GPS 測位は、端末の設定状況や周辺環境に影響されることから、GPS 位置情報

の取得が困難であるケースが多いこと。 
 
（３）GPS 測位は、屋外であっても周辺環境が悪い場合は誤差が大幅に生じることか

ら、基地局位置情報と比較して、必ずしも精度が高いとはいえないこと。 
 
（４）上記（３）に関連して、山間地など基地局カバーエリアが広範な場合は、基地局

位置情報の精度が低下することから、GPS 位置情報の有効性が相対的に高くなるこ
と。一方、GPS 位置情報の取得に失敗した場合には基地局位置情報のみの提供を指
定した場合と比べて、基地局位置情報の提供を受けるまで、株式会社 NTT ドコモ
については最大 25 分程度、KDDI 株式会社については最大 10 分程度の遅延がある
ことから、この点をよく考慮して照会する位置情報の種別を選択すること。 

 
（５）GPS 探索された携帯電話等の端末には、検索が行われていることが即時通知され

るため、利用者から問い合わせが来る可能性があることから、適切に対応するこ
と。 

 
（６）使用している機種によってはGPS探索システムに対応していない場合があるこ

と。 
 
（７）携帯電話事業者の回答に要する時間について、基地局位置情報のみを指定して照

会する場合は、GPS 位置情報と比較した場合、迅速性の観点から優位性があるこ
と。 

 



 
（公印・契印省略） 

 別紙２ 

総 基 用 第 9 5 号  

令和６年６月 28 日   

一般社団法人 電気通信事業者協会 

会長 髙橋 誠 殿 

総務省総合通信基盤局長   

今川 拓郎  

 

災害時の位置情報の提供について（通知） 

 

電気通信事業における個人情報等の保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護

委員会・総務省告示第４号。以下「ガイドライン」という。）第 41条第５項の規定に基づ

き、電気通信事業者は、救助を要する者（以下「要救助者」という。）を捜索し、救助を

行う警察、海上保安庁又は消防その他これに準ずる機関（以下「救助機関」という。）か

らの要請により要救助者の位置情報の取得を求められた場合においては、要救助者の生命

又は身体に対する重大な危険が切迫しており、かつ、要救助者を早期に発見するために当

該位置情報を取得することが不可欠であると認められる場合に限り、当該位置情報を取得

することができることとされている。また、同条第２項の規定に基づき、電気通信事業者

は、あらかじめ同意を得ている場合、裁判官の発布した令状に従う場合その他の違法性阻

却事由がある場合に限り、位置情報について、他人への提供その他の利用をすることがで

きることとされている。 

今般、救助機関が災害 1時の位置情報の提供の要請を行う場合における携帯電話事業者

の対応について、総務省において、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）及びガイド

ライン等（以下「電気通信事業法等」という。）における関係規律に照らし問題がないよ

う下記のとおり整理したので通知する。 

なお、本通知の下記の整理及び取扱いは、災害時の位置情報の提供に限るものであり、

災害時以外の位置情報の提供には適用されない。 

記 

 

                                                        
1 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 2 条第 1 号に規定する暴風、竜巻、豪
雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然
現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する
政令で定める原因により生ずる被害をいう。 



 
 

 

2 
 

救助機関が災害時の位置情報の提供の要請を行う場合における携帯電話事業者の対応に

ついて、電気通信事業法等における関係規律に係る整理を踏まえ、以下のとおり取り扱う

ものとする。 

 

１．前提 

 本通知において、位置情報とは、基地局位置情報又は GPS位置情報を指すものとする。

基地局位置情報とは、携帯電話事業者が通話やメール等の通信を成立させる前提として取

得している情報を指すものとする。基地局位置情報は、基地局の識別番号、情報取得日時

等によって構成される。GPS位置情報とは、複数の GPS衛星から発信されている電波を携

帯電話等の移動体端末が受信して、衛星と移動体端末との距離等から当該移動体端末の詳

細な位置を示す情報を指すものとする。GPS位置情報は、緯度経度情報、情報取得日時等

によって構成される。 

 

２．災害時の救助機関からの位置情報の提供の要請 

（１）携帯電話事業者は、救助機関 2からの災害時の位置情報の提供の要請について、以

下の事項が示されていることを確認した上で受け付けることとする。ただし、③が判

明している場合は、①から④までのうち、①及び③のみによる要請を受け付けること

が可能である。また、緊急（災害時）の場合は、①から④までのうち、③が不足して

いた場合であっても受け付けることができる 3。 

① 要救助者の氏名 

② 要救助者の住所 

③ 要救助者の電話番号 

④ ①から③までに掲げるもののほか、要救助者の特定に資する情報 

                                                        
2 救助機関とは、生命又は身体に対する重大な危険が切迫している状況下にある者を捜索
し、救助を行うことについて、権限や責任を有する警察、海上保安庁、消防等の機関を指
す。また、災害対策基本法第 23 条の規定に基づき設置された都道府県災害対策本部及び
法第 23 条の２の規定に基づき設置された市町村災害対策本部については、救助を行うこ
とについて責任を有する部門が、同法第 50条の規定に基づき被災者の救難、救助その他
保護に関する事項を行う場合において、これをガイドライン第 41 条第５項に規定する
「その他これに準ずる機関」に含まれることとする。加えて、自衛隊法（昭和 29 年法律
第 165号）第 83 条（災害派遣）の規定に基づき派遣された自衛隊の部隊等については、
「その他これに準ずる機関」に含まれることとする。 
3 緊急の場合、例えば、電話番号が分からない場合は、携帯電話事業者が個人を特定する
場合に必要となる最低限の情報（氏名、住所等）であっても、災害時の位置情報の提供の
要請を受け付けることができる。 
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⑤ GPS位置情報又は基地局位置情報どちらの取得を希望するか 4 

⑥ 位置情報を取得したい理由 5 

⑦ 提供を要請する救助機関名、責任者の署名 6並びに担当者の氏名及び連絡先 

⑧ 提供を要請する救助機関が、提供を受ける位置情報を救助の目的以外に使用しな

い旨を誓約していること。 

⑨ 提供を要請する救助機関が、提供を受ける位置情報について、救助の目的のため

他の救助機関に提供する場合には、あらかじめ提供先の救助機関名を明示してい

ること。 

⑩ 提供を要請する救助機関が、提供を受ける位置情報について、救助の目的のため

他の救助機関に提供する場合を除き、その他の機関に提供しない旨を誓約してい

ること。 

⑪ 提供を要請する救助機関が、提供を受ける位置情報の安全管理のために必要かつ

適切な措置を講じる旨を誓約していること 7。 

⑫ 提供を要請する救助機関が、提供を受ける位置情報が救助の目的のために必要が

なくなった場合は適切に廃棄する旨を誓約していること。 

 

なお、救助機関からの災害時の位置情報の提供の要請の際の参考例として、様式第

１を示す（実際に救助機関において、本通知に記載の内容を踏まえた要請書が作成さ

れている場合はそれに従うこととする。）。 

 

                                                        
4 GPS位置情報の取得を原則とする。ただし、基地局位置情報を希望する場合には、基地
局位置情報を選択すること。 
5 災害時の位置情報の提供の要請を受け付けるためには、理由の中で、要救助者の生命又
は身体に対する重大な危険が切迫していることを客観的に裏付けられること及び当該要救
助者を早期に発見するために当該位置情報を取得することが不可欠であることが示されて
いることを確認する必要がある。 
6 自署であることを要しない。責任者は例えば以下のとおりである。 
警察 警察署長、都道府県警察本部災害警備担当課長 
消防 消防長、消防署長、警防部長、緊急消防援助隊指揮支援隊長 
海上保安庁 各管区海上保安本部警備救難部長相当職 
地方公共団体 災害対策本部長 
自衛隊 防衛大臣が指定する災害派遣実施部隊等の長  

7 安全管理には、少なくとも、提供を受けた位置情報を扱う従業者の必要かつ適切な監督
や、提供を受けた位置情報を救助の目的のためにその他の機関に提供する場合における提
供先機関に対する必要かつ適切な監督が含まれなければならないものとする。 



 
 

 

4 
 

（２）携帯電話事業者は、救助機関からの災害時の位置情報の提供の要請について、次の

①及び②の各要件 8が満たされている場合に限り、「３．」に規定する手続にのっとっ

て位置情報を取得・提供することができるものとする。 

① 要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が切迫していることが客観的に裏付

けられたものである場合 

② 要救助者を早期に発見するために当該位置情報が不可欠であると認められる場合 

  

３．災害時の位置情報の提供の要請を受け付けた携帯電話事業者の対応 

① 災害時の救助機関からの位置情報の提供の要請を受け付けた携帯電話事業者は、

位置情報の提供の要請のあった要救助者が自らの契約者かどうかを確認し 9、契

約約款等 10に基づき、当該契約者の端末の現在の位置情報を確認する。 

② 要請を受けた携帯電話事業者は、救助機関に対して、当該契約者の端末の現在の

                                                        
8 例えば、「防災分野における個人情報の取扱いに関する指針 内閣府（防災担当）」の事例
８に掲げられている「安否不明者の名簿」は、市町村が住民基本台帳と被災情報を突合した
被災世帯情報を基に、避難所に対する問合せ等による安否確認を行った情報や安否不明者
本人、家族、知人等からの安否情報等を反映し、作成されたものであることから、このよう
な経緯で作成された情報については、災害時において、安否不明者の生命又は身体に対する
現在の危難の存在が一定程度認められるものと考えられる。また、当該名簿を基に要請する
際には、救助を要する者を捜索し、救助を行うことについて、権限や知見、責任を有する警
察、海上保安庁、消防等の機関による専門的判断の下、「要救助者」を対象として行われる
ことを要する。例えば、当該名簿に記載された者に対して電話をかけるなどの方法により、
安全が容易に確認できる場合には、要救助者からは除外し、簡便な手段によっては除外でき
ない者のみを対象として携帯電話事業者が位置情報を開示した場合には、「当該安否不明者
の位置情報を救助機関が取得するという避難行為をするよりほかに方法がない」と認めら
れ得るものと考えられる。 
他方、同指針の事例９に掲げられている「被災した可能性のある方の名簿」は、被災地に

おける安否不明者の捜索にあたり、活動範囲の分担や捜索状況を管理する等のため、住⺠基
本台帳情報を利⽤し作成した、災害発⽣時に被災地にいて、被災した可能性のある⽅の名簿
であり、当該名簿をそのまま災害時の位置情報の提供の要請に使用することは適さないと
考えられる。 
9 ２．（１）①から④までの情報を基に、一の契約者に特定されることを確認することとす
る。 
10 契約約款やプライバシーポリシー等、個人情報の取扱いを定めている文書のうち、利用
者から同意を取得しているもの。 
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位置情報を提供する 11。 

③ 契約者の端末の電源が入っていないその他の事情で契約者の端末の現在の位置情

報を確認できない場合には、要請を受けた携帯電話事業者は、救助機関に対し

て、契約約款等に基づき、最後に確認された契約者の端末の位置情報を提供する

ことができる。ただし、相当程度の期間が経過した位置情報については提供しな

いものとする 12。 

④ 携帯電話事業者は、原則として、位置情報の提供要請を受け付けた後速やかに、

救助機関に対して提供の可否について通知するとともに、提供可能である場合は

位置情報を提供するものとする。ただし、携帯電話事業者の通常の処理能力を超

える量の提供要請があった場合はこの限りではないものとする。 

⑤ 携帯電話事業者は、救助機関に対して、契約者の端末の位置情報を提供した場合

は、事後に、主管課（総務省総合通信基盤局電気通信事業部利用環境課とする。

以下同じ。）に、提供の事実、提供した日時、提供した理由、提供した位置情報

の種別（基地局位置情報、GPS位置情報）及び提供した契約者の数を通知するも

のとする。 

 

なお、災害時の救助機関からの位置情報の提供の要請に対する携帯電話事業者の回答の

参考例として、様式第２を示す（実際に救助機関又は携帯電話事業者において、本通知に

記載の内容を踏まえた回答書が作成されている場合はそれに従うこととする。）。 

 

４．その他 

（１）連絡先の主管課への登録 

携帯電話事業者は、災害時の救助機関からの位置情報の提供の要請を受け付ける窓口

を設け、当該窓口の連絡先を主管課に登録するものとする。連絡先に変更が生じた場合

は遅滞なく変更登録をするものとする。 

主管課は必要に応じ、救助機関に、登録された窓口の連絡先を通知するものとする。 

（２）主管課への照会 

携帯電話事業者は、本通知の解釈について、主管課に照会を行うことができる。 

以 上 

                                                        
11 GPS位置情報が提供できる場合は同情報を提供するものとし、同情報が提供できない場
合は基地局位置情報を提供するものとする。ただし、救助機関が基地局位置情報を希望す
る場合には、それに従うこと。 
12 相当程度以前に取得された位置情報については、要救助者の救助に資さない可能性が高
いため、提供しないものとする。災害の状況により個別具体的に判断されることとなる
が、要請受付前１週間以内等妥当と考えられる期間とすることが必要である。 
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（参考：様式の例） 

様式第１ 

 

災害時の位置情報の提供の要請書 

年 月 日  

 

（携帯電話事業者名） 殿 

 

（救助機関名・責任者名）  

 

１．要救助者の氏名、住所、電話番号等 

 

番

号 

氏名 住所 電話番

号（※

１、２） 

位置情報取得方法 

(どちらかに○) 

（※３） 

その他の要救助者の特定に資

する情報 

（不明時は不明と記入） 

    GPS  基地局  生年月

日 

氏名の

振り仮

名 

その他

(性別

等) 

１         

２         

※１ 電話番号が判明している場合は、氏名、電話番号及び位置情報取得方法を記入。 

※２ 電話番号が不明な場合は、氏名（必須）、住所（必須）、位置情報取得方法その他の

要救助者の特定に資する情報（不明時は不明と記入）を記入。 

※３ GPS位置情報の取得を原則とし、GPS位置情報の取得を希望し取得できなかった場

合は基地局位置情報取得に移行する。ただし、基地局位置情報を希望する場合に

は、基地局位置情報に「○」を付すこと。 

 

２．位置情報を取得したい理由 

 

理由 チェック欄 

判明した電話番号に架電するも不通となるなど安全が確認できず、要救

助者の生命又は身体に対する重大な危険が切迫しており、かつ、その者

を早期に発見するために当該位置情報を取得することが不可欠であるこ

とから、緊急避難に該当すると判断したため。 

 

（（あれば）その他追記事項） 
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３．照会に至った経緯 

 

要救助者の存在を覚

知した日時 

 

要救助者の存在を覚

知した場所 

 

要救助者が置かれて

いる状況 

 

 

４．誓約 

 

誓約事項 チェック欄 

提供を受ける位置情報を救助の目的以外に使用しません。  

提供を受ける位置情報が救助の目的のために必要がなくなった場合は適切

に廃棄します。 

 

提供を受ける位置情報を、救助の目的のため他の救助機関に提供する場合

を除き、その他の機関に提供しません。 

 

提供を受ける位置情報の安全管理のために必要かつ適切な措置※を講じま

す。 

 

※安全管理には、少なくとも、提供を受けた位置情報を扱う従業者の必要かつ適切な監督

や、提供を受けた位置情報を救助の目的のためにその他の機関に提供する場合における

提供先機関に対する必要かつ適切な監督が含まれなければならないものとする。 

 

５．位置情報を提供する他の救助機関 

 

 提供を受けた位置情報を、救助の目的のため提供する可能性のある救助機関名 

機関名  

機関名  

 

６．連絡先 

 

担当者名  

連絡先 電話番号  

FAX  

メールアドレス  
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（参考：様式の例） 

様式第２ 

 

災害時の位置情報の提供の要請に対する回答書 

年 月 日  

 

（救助機関名・責任者名） 殿 

 

（携帯電話事業者名）  

 

○月○日付け災害時の位置情報の提供の要請に対して、以下のとおり回答する。 

 

１．位置情報の提供 

 

番

号 

氏名 電話番号特

定の可否 

（※） 

提供の可否 位置情報 提供した位置情報が

過去の位置情報の場

合は、取得時期 
GPS 基地局 

１      

２      

※要請時に電話番号が不明であり、電話番号の特定に至った場合には、記入すること。 

 

２．連絡先 

 

担当者名  

連絡先 電話番号  

FAX  

メールアドレス  

 

  

 

 



 別紙３ 
 

消防情第 181 号   

令和４年３月 30日  

 

各都道府県消防防災主幹部長  

東京消防庁・各指定都市消防長 

 

消防庁防災情報室長  

 

 

携帯電話等を所持している要救助者の位置情報が把握できない場合の 

対応の変更について（通知） 

 

現在地が把握できない要救助者について、当該の要救助者が携帯電話を所持し、かつ携帯

電話番号が判明している場合、電気通信事業者は消防本部からの照会を受けて当該の要救

助者が持つ携帯電話の位置情報を提供できることとされています。（「「携帯電話等を所持し

ている要救助者の位置情報が把握できない場合の当面の対応について」の改正について」

（平成 26年４月 23日付け消防情第 176号。以下、「176 号通知」という。）） 

このたび、照会可能な電気通信事業者として楽天モバイル株式会社が追加されました。ま

た、各事業者の照会窓口について、119番回線の接続や通報者位置情報通知などを行うため

の「確認書等」に基づき「照会書による発信者情報の照会」を行う際の窓口に統一すること

となりました。このほか、下記のとおり別紙及び別添の記載を更新しました。 

各都道府県消防防災主管部におかれましては、貴都道府県内の市町村を管轄する消防本

部（指定都市を管轄する消防本部、東京消防庁を除く。）へ本内容について周知をお願いい

たします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 37条の規定に基づく助言とし

て発出するものであることを申し添えます。 

 

記 

 
１ 176 号通知の別紙及び別添１～４に関する変更点について 

  以下の改正を実施。 

 照会可能な電気通信事業者として楽天モバイル株式会社を追加したこと。また、事

業者の社名変更を反映させたこと。 

 各事業者の照会窓口を 119 番回線の接続や通報者位置情報通知などを行うための

「確認書等」に基づく「照会書による発信者情報の照会」を行う際の窓口と統一す

ることとし、176号通知の別添２「照会書等送付先」を廃止したこと。 

殿 



 
 

 176号通知の別添２を廃止したことに伴い、176号通知の別添３を別添２に、176号

通知の別添４を別添３にそれぞれ繰り上げたこと。 

 その他、所要の改正を行ったこと。 

  

２ 176 号通知の参考について 

  改正なし。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総務省消防庁 国民保護・防災部 
防災課 防災情報室 
担当：中村 宇都 中森 山本 黒田 
電話：03-5253-7526 
Email：119tec@ml.soumu.go.jp 



 別紙３ 
別添１ 

消防本部から携帯電話等を所持している要救助者の位置情報が把握できない場合の 
位置情報の照会について 

 
１ 照会を行う要件 

位置情報の照会を行う場合は、次の要件を全て満たすこと。 
(1) 照会の目的が、要救助者の生命、身体の保護であること。 
(2) 要救助者の生命又は身体に対して重大な危険が切迫していると認められること。 
(3) 要救助者を早期に発見するために当該位置情報(基地局情報又は GPS 情報)を事業者
が取得し、係る情報の提供を受けることが不可欠であると認められること。 

 
２ 照会手続 

要救助者以外の第三者による通報時において、要救助者の位置情報を照会する場合は、
(1)又は(2)によること。照会の流れについては、別添１に従い、確認書に基づく発信者情
報の照会と同じ照会窓口に対して、電気通信事業者にも違法性阻却事由の有無について
判断できるよう、別添２の文書（FAXを含む。）で行うこと。なお、照会に当たっての注
意事項を別添３のとおりまとめたので参考とされたい。 

 (1) 原則、基地局情報のみの提供を求めること。 
(2) ただし、山間地など基地局カバーエリアの広範な場所に要救助者が位置しているこ
とが見込まれ、基地局情報の精度の低下が予想される場合であって、以下の①～③を
満たす場合は、GPS情報の提供を求めることができる。この際、GPS情報は、端末の
設定状況や周辺環境に影響されることから位置情報の取得が困難であること、また、
GPS情報の取得に失敗した場合には、基地局情報のみの提供を指定した場合と比べ
て、基地局情報の提供を受けるまで最大25分程度の遅延があることを考慮して照会す
ること。 
① 要救助者が所持している端末が株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ソフトバン
ク株式会社、KDDI株式会社・沖縄セルラー電話株式会社又は楽天モバイル株式会
社の回線であると判明していること。 

② 消防本部が照会直前に架電した際、呼び出し音が鳴ること（端末の電源が入って
おり、サービス圏内であること。）。 

  ③ 要救助者が所持している端末が、GPS対応機種である見込みがあること（明白に
GPS未対応機種であると確認できないこと。）。 

 

３ 照会先の電気通信事業者が不明の場合 
照会先の電気通信事業者が不明の場合は、電気通信番号指定状況 (URL: 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/tel_number/number_shitei.html)



 

を参照し、電気通信事業者を特定し、照会すること。 
 

４ 留意事項 
(1) プライバシー性について 

位置情報は、違法性阻却事由がある場合を除き、電気通信事業者が本人の同意なく他
人に提供しないものとされている。特に、本通知で行う照会のうちGPS 情報について
は、電気通信事業者が営業上保有しない情報の新たな取得を依頼するものである。また、
位置情報は高いプライバシー性を帯び、人命救助の場面において一定の有効性を持つ
と考えられる一方で、不正利用や誤って取り扱われた場合には、事後的な回復が困難な
被害が生じ得るものであり、取扱いについては慎重を期す必要があることを強く認識
し、以下の点に留意されたい。 
① 前１の照会要件の該当性の判断は厳重を期すること。 
② 提供された情報の取扱いは、出場先の特定など消防本部内においても最小限に限
ること。 

③ 提供された情報については、各市町村における個人情報保護に関する規程に基づ
いて適切に管理すること。特に要救助者の家族等救助を求めた者へ情報提供する場
合は、要救助者本人の意思を尊重し、プライバシーに十分配慮した対応を行うこと。 

 
(2) 違法性阻却事由の判断について 

違法性阻却事由の判断について、参考資料を添付するので、判断の一助とされたい。 
 

(3) 119 番通報を行った者の位置情報 
119 番通報を行った者の位置情報の照会については、前(1)の扱いとは異なる。よっ

て、従前どおり、119 番通報に係る位置情報に関する各消防本部と電気通信事業者との
確認書等に基づいて照会を行うこと。 
 

５ 運用開始日 
  この通知の運用は、平成 26 年４月 23 日から適用する。 
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照会の流れ 

消防本部 電気通信事業者 

判断 

・救助機関として、客観的な事実に基づ

き、要件に該当するか厳密に判断する。 

照会先の特定 

・通報内容等から照会先の携帯電話会社を

特定できない時は、 電気通信番号指定

状況(総務省 HP等)を参照し特定する。 

照会種別の確認（架電等） 

・照会直前に携帯電話等へ架電し、状態

（呼出音が鳴るか鳴らないか等）を確

認する。 

・特に GPS情報の提供を求める場合、

GPS情報は、端末の設定状況や周辺環

境に影響されることから位置情報の取

得が困難であること、また、GPS情報

の取得に失敗した場合には、基地局情

報のみの提供を指定した場合と比べ

て、基地局情報の提供を受けるまで最

大 25分程度の遅延があることを考慮

して照会すること。 

依頼の電話 

・照会する旨を発信者情報の照会時と同じ

連絡先に電話で連絡する。（24 時間対

応） 

照会書の FAX 

・別添２（照会書）を FAXする。 

 

 

 

 

 

 

受入    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付 

・準備着手 

 

受領 

判断 

位置検索 

・基地局情報と種別指定して照会された場

合は、基地局情報を検索する。 

・GPS情報と種別指定して照会された場合

は、GPS情報を検索し回答。GPS 情報を

取得できなかった場合は基地局情報を検

索し回答。 

回答 

・口頭での回答。 



 

（後日） 

原本を送付 

・必ず公印を押印すること。 

 

受領 
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文書番号※1 

○○年○○月○○日 

○○殿※２ 

 

○○市消防本部○○※３ 

 

照  会  書 ( 依 頼 ) 

 

下記事項により、携帯電話等を所持している要救助者に係る位置情報を至急回答頂きた

く照会します。 

ただし、未契約又は解約している場合はその旨を、MNP制度※４を利用して他事業者へ移転

している場合は、移転先事業者名を回答して下さい。 

 

記 

 

１ 照会する電話番号  ０ｘ０－○○○○－○○○○ 

 

２ 照会する電話番号への通信状況（いずれかを選択） 

□ 呼び出し音が鳴ったが、通話は成立しなかった。 

□ 電源が入っていない、又は圏外であった。  

□ その他（                                ） 

 

３ 事案の概要（通報内容） 

要 救 助 者 氏 名  

救助要請者氏名 

（要救助者との関係） 

 

回線契約者氏名※５  

覚知日時  

覚知場所 
 

事 案 の 概 要 

（通報内容） 

 



 
 

４ 照会する位置情報の種類及び取得が許容される要件（いずれかを選択） 

 □ 基地局情報 

   事案の概要から、緊急避難の要件に該当すると判断します。 

 □ GPS情報 

① 要救助者の生命又は身体に対

する重大な危険が切迫してい

る状況 

 

② 要救助者を早期に発見するた

めに当該位置情報の提供を受

けることが不可欠である状況 

 

 以上により、GPS情報の取得が許容される要件を満たし、また、緊急避難の要件にも該当すると判 

断します。 

 

５ その他 

位置情報以外に必要な情報※６  

 

以上 

  本照会に当たり、GPS 情報の取得を依頼する場合は以下事項を了承します。 

  ・GPS情報取得にあたり、要救助者の携帯電話等に GPS情報を取得されることが表示、鳴動等で通知さ

れること 

  ・電気通信事業者が提供した情報等は、要救助者本人の意思を尊重し、要救助者の家族等救助を求め

た者に伝えるかどうかについて、要救助者のプライバシーに十分配慮し慎重な対応を図ること 

 ・電気通信事業者が取得する GPS 情報は対象端末の仕様・環境によって取得できない場合があり、実

際の位置と誤差が生じること 

 ・電気通信事業者は照会の主旨を踏まえ優先して対応するよう努力するものの、電気通信事業者の通

信設備障害・災害時等により電気通信設備及び電気通信事業者職員が対応できない場合があること 

  ・対象端末の仕様・環境により位置情報測位結果の抽出に大幅に時間がかかる場合があること 

  ・GPS情報は電気通信事業者が保有するものではなく、ガイドラインに定められた救助機関の要請に基

づき、新たに取得されるものでありその取扱いは消防本部の責任によること 

担当：○○市消防本部○○課  

職名・氏名：消防○○ ○○ ○○  

電話番号：○○－○○－○○○○  

※１ 消防本部の文書番号を記載 
※２ 該当する電気通信事業者の名を記載 

※３ 照会者の役職（通信指令課長等）を記載 

※４ Mobile Number Portability（携帯電話の番号持ち運び）制度を指す。 

※５ 照会電話番号の契約者名を記入し、契約者名の確認がとれず不明となった場合は「不明」と記載。 

※６ 位置情報以外の要救助者に係る情報（回線契約者住所等）が必要となる場合記入。 



 
 

 
 

 

文書番号※1 

○○年○○月○○日 

○○殿※２ 

 

○○市消防本部○○※３ 

 

照  会  書 ( 依 頼 ) 

 

下記事項により、携帯電話等を所持している要救助者に係る位置情報を至急回答頂きた

く照会します。 

ただし、未契約又は解約している場合はその旨を、MNP制度※４を利用して他事業者へ移転

している場合は、移転先事業者名を回答して下さい。 

 

記 

 

１ 照会する電話番号  ０ｘ０－○○○○－○○○○ 

 

２ 照会する電話番号への通信状況（いずれかを選択） 

□ 呼び出し音が鳴ったが、通話は成立しなかった。 

☑ 電源が入っていない、又は圏外であった。  

□ その他（                                ） 

 

３ 事案の概要（通報内容） 

要 救 助 者 氏 名 △△△△ 

救助要請者氏名 

（要救助者との関係） 

○○○○（親） 
 

回線契約者氏名※５ △△△△（要救助者本人） 

覚知日時 平成○○年○月○日○時○分 

覚知場所 
○○消防本部 

事 案 の 概 要 

（通報内容） 

要救助者△△から○○に対して、「雪に埋まって動け

ない」との連絡があり、その後、連絡が途絶えた。 
○○は、△△に代わって消防本部に通報した。 

【記入例１】 
基地局情報のみを照会する場合 

 



 
 

 ４ 照会する位置情報の種類及び取得が許容される要件（いずれかを選択） 

 ☑ 基地局情報 

   事案の概要から、緊急避難の要件に該当すると判断します。 

 □ GPS情報 

① 要救助者の生命又は身体に対

する重大な危険が切迫してい

る状況 

 

② 要救助者を早期に発見するた

めに当該位置情報の提供を受

けることが不可欠である状況 

 

 以上により、GPS情報の取得が許容される要件を満たし、また、緊急避難の要件にも該当すると判 

断します。 

５ その他 

位置情報以外に必要な情報※６  

 

以上 

  本照会に当たり、GPS 情報の取得を依頼する場合は以下事項を了承します。 

  ・GPS情報取得にあたり、要救助者の携帯電話等に GPS情報を取得されることが表示、鳴動等で通知さ

れること 

  ・電気通信事業者が提供した情報等は、要救助者本人の意思を尊重し、要救助者の家族等救助を求め

た者に伝えるかどうかについて、要救助者のプライバシーに十分配慮し慎重な対応を図ること 

 ・電気通信事業者が取得する GPS 情報は対象端末の仕様・環境によって取得できない場合があり、実

際の位置と誤差が生じること 

 ・電気通信事業者は照会の主旨を踏まえ優先して対応するよう努力するものの、電気通信事業者の通

信設備障害・災害時等により電気通信設備及び電気通信事業者職員が対応できない場合があること 

  ・対象端末の仕様・環境により位置情報測位結果の抽出に大幅に時間がかかる場合があること 

  ・GPS情報は電気通信事業者が保有するものではなく、ガイドラインに定められた救助機関の要請に基

づき、新たに取得されるものでありその取扱いは消防本部の責任によること 

担当：○○市消防本部○○課  

職名・氏名：消防○○ ○○ ○○  

電話番号：○○－○○－○○○○ ○ 

 

※１ 消防本部の文書番号を記載 
※２ 該当する電気通信事業者の名を記載 

※３ 照会者の役職（通信指令課長等）を記載 

※４ Mobile Number Portability（携帯電話の番号持ち運び）制度を指す。 

※５ 照会電話番号の契約者名を記入し、契約者名の確認がとれず不明となった場合は「不明」と記載。 

※６ 位置情報以外の要救助者に係る情報（回線契約者住所等）が必要となる場合記入。 



 
 

 
 

 

文書番号※1 

○○年○○月○○日 

○○殿※２ 

 

○○市消防本部○○※３ 

 

照  会  書 ( 依 頼 ) 

 

下記事項により、携帯電話等を所持している要救助者に係る位置情報を至急回答頂きた

く照会します。 

ただし、未契約又は解約している場合はその旨を、MNP制度※４を利用して他事業者へ移転

している場合は、移転先事業者名を回答して下さい。 

 

記 

 

１ 照会する電話番号  ０ｘ０－○○○○－○○○○ 

 

２ 照会する電話番号への通信状況（いずれかを選択） 

☑ 呼び出し音が鳴ったが、通話は成立しなかった。 

□ 電源が入っていない、又は圏外であった。  

□ その他（                                ） 

 

３ 事案の概要（通報内容） 

要 救 助 者 氏 名 △△△△ 

救助要請者氏名 

（要救助者との関係） 

○○○○（配偶者） 

回線契約者氏名※５ 〇〇株式会社（法人携帯） 

覚知日時 平成○○年○月○日○時○分 

覚知場所 
○○消防本部 

事 案 の 概 要 

（通報内容） 

要救助者△△から○○に対して、「雪に埋まって動け

ない」との連絡があり、その後、連絡が途絶えた。 
○○は、△△に代わって消防本部に通報した。 

【記入例２】 
GPS情報を照会する場合 

 



 
 

 ４ 照会する位置情報の種類及び取得が許容される要件（いずれかを選択） 

 □ 基地局情報 

   事案の概要から、緊急避難の要件に該当すると判断します。 

 ☑ GPS情報 

① 要救助者の生命又は身体に対

する重大な危険が切迫してい

る状況 

要救助者は、大雪という自然災害により生じた事故により

移動不能という状況下に置かれていることが想定され、こ

れを放置した場合、要救助者の生命に危険を及ぼしうるこ

とから、要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が切

迫していると認められるため。 

② 要救助者を早期に発見するた

めに当該位置情報の提供を受

けることが不可欠である状況 

通報者○○は、要救助者△△の位置を把握しておらず、消

防本部から△△の携帯電話等に発信を行ったが応答がなか

ったため。 

 以上により、GPS情報の取得が許容される要件を満たし、また、緊急避難の要件にも該当すると判 

断します。 

５ その他 

位置情報以外に必要な情報※６  

以上 

  本照会に当たり、GPS 情報の取得を依頼する場合は以下事項を了承します。 

  ・GPS情報取得にあたり、要救助者の携帯電話等に GPS情報を取得されることが表示、鳴動等で通知さ

れること 

  ・電気通信事業者が提供した情報等は、要救助者本人の意思を尊重し、要救助者の家族等救助を求め

た者に伝えるかどうかについて、要救助者のプライバシーに十分配慮し慎重な対応を図ること 

 ・電気通信事業者が取得する GPS 情報は対象端末の仕様・環境によって取得できない場合があり、実

際の位置と誤差が生じること 

 ・電気通信事業者は照会の主旨を踏まえ優先して対応するよう努力するものの、電気通信事業者の通

信設備障害・災害時等により電気通信設備及び電気通信事業者職員が対応できない場合があること 

  ・対象端末の仕様・環境により位置情報測位結果の抽出に大幅に時間がかかる場合があること 

  ・GPS情報は電気通信事業者が保有するものではなく、ガイドラインに定められた救助機関の要請に基

づき、新たに取得されるものでありその取扱いは消防本部の責任によること 

担当：○○市消防本部○○課  

職名・氏名：消防○○ ○○ ○○  

電話番号：○○－○○－○○○○ ○ 

※１ 消防本部の文書番号を記載 
※２ 該当する電気通信事業者の名を記載 

※３ 照会者の役職（通信指令課長等）を記載 

※４ Mobile Number Portability（携帯電話の番号持ち運び）制度を指す。 

※５ 照会電話番号の契約者名を記入し、契約者名の確認がとれず不明となった場合は「不明」と記載。 

※６ 位置情報以外の要救助者に係る情報（回線契約者住所等）が必要となる場合記入 
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照会の際の注意事項について  
 
１ 電気通信事業者から提供される情報については、口頭のみの回答となること。 
２ 電気通信事業者から提供される情報項目については、住所、情報取得日時が最低限の
項目となっていること。 

３ GPS 情報が取得可能となるのは下記項目を全て満たしていることが条件となること。 
・携帯電話等の電源が入っていること。 
・携帯電話サービス圏内にあること。 
・携帯電話等のGPS 機能が「ON」設定となっていること。 
・スマートフォンの場合、携帯電話等にプリインストールされている位置情報提供アプ
リの位置提供設定が「ON」設定等となっていること。 

４ 基地局情報は、電気通信事業者によっては、携帯電話等の電源が切れている場合、ま
たはサービス圏外の場合は取得できないので注意が必要である。 

５ GPS 測位は、端末の設定状況や周辺環境に影響されることから、位置情報の取得が困
難であるため、必ずしもGPS 情報が提供されるものではないこと。 

６ GPS 測位は、屋外であっても周辺環境が悪い場合は誤差が大幅に生じることから、基
地局情報と比較して、必ずしも精度が高いとはいえないこと。 

７ 上記６に関連して、山間地など基地局カバーエリアが広範な場合は、基地局情報の精
度が低下することから、GPS 情報の有効性が相対的に高くなる。一方、GPS 情報の取
得に失敗した場合には基地局情報のみの提供を指定した場合と比べて、基地局情報の提
供を受けるまで、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモについては最大 25 分程度、KDDI
株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社については最大 10 分程度の遅延があることか
ら、この点をよく考慮して照会する位置情報の種別を選択すること。 

８ GPS 探索された携帯電話等の端末には、検索が行われていることが即時通知されるた
め、利用者から問い合わせが来る可能性があることから、適切に対応すること。 

９ 使用している機種によってはGPS 探索システムに対応していない場合があること。 
10 基地局情報のみを指定して照会する場合は、GPS 情報と比較した場合、以下の特徴が
あることから、迅速性の観点から優位性がある。 
・ 照会書の記載項目が簡易であること。 
・ 通信事業者によっては位置情報の取得時間が短くなること。 
・ 通信環境や取得可能条件などにより、GPS 情報があらかじめ取得できないことが
判明している場合、通信事業者側が必要な手続きの一部省略できること。



 別紙３ 
参考 

 
 

違法性阻却事由の判断について 

 

位置情報の開示に係る違法性阻却事由の判断については、電気通信事業における個人情

報保護に関するガイドライン（平成 16年総務省告示第 696号、最終改正平成 25年総務省

告示第 340号）第 26条第１項及び第４項により、①要救助者の生命又は身体に対する重

大な危険が切迫していると認められること、②要救助者を早期に発見するために当該位置

情報の提供が不可欠であると認められることを要件とし、個別の事案ごとに違法性阻却事

由について判断しなくてはならない。判断の一助として次の例を示す。 

 

１ 要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が切迫していると認められる場合につい

て 

 

要救助者の生命又は身体に対する危険性の判断については、通報者からの覚知内容か

ら各消防本部が自らの救急隊の出動基準に従って救急隊を出動させることが相当である

と認められる場合には、一般的に、「要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が切

迫している」と認められるものと考えられる。 

 

（理由） 

そもそも救急業務は、災害等により生じた事故又は「生命に危険を及ぼし、若しくは

著しく悪化する恐れがあると認められる症状を示す疾病による傷病者」を医療機関等に

搬送することを指すものであるから、実際に通報があった場合、消防本部は覚知内容か

ら要救助者の傷病状態の生命及び身体に対する危険性について事前に判断が迫られてい

るところ、消防本部において救急隊を出動させることが相当な事案であると認める場合

は、同時に「要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が切迫している」場合と認め

ることが相当であると考えられる。 

したがって、各消防本部が自らの救急隊の出動基準に従って救急隊を出動させること

が相当であると認められる場合、その基準及び判断をもって「要救助者の生命又は身体

に対する重大な危険が切迫している」とすることが妥当であると考えられる。 

 

２ 要救助者の早期発見のために、位置情報の提供が不可欠であると認められる場合につ

いて 

 

  位置情報の提供が不可欠であると認められる場合の判断については、①通報者から要

救助者の位置が把握出来なかった場合であって、かつ②消防本部からも要救助者の電話

番号に発信を行っても、応答がなかった場合には、「要救助者の早期発見のために、位

置情報の提供が不可欠である」と認められるものと考えられる。ここにいう応答がなか



 
 

った場合とは、呼出音が鳴り続ける場合のほか、圏外等のアナウンスがあった場合、応

答があっても相手側から音声や反応する音が発せられない場合等、要救助者との対話が

不可能な場合全般を指すものとする。 

  なお、要救助者の応答があった場合は、要救助者から直接所在地を聴取できることが

通常であるから、一般的に「要救助者の早期発見のために、位置情報の提供が不可欠で

ある」と認められないものと考えられる。 

 

３ 例示 

(1) 豪雪救助事案 

   要救助者ＡからＢに対して、「雪に埋まって動けない」との連絡があり、その後、連

絡が途絶えた。Ｂは、Ａに代わって消防本部に通報した。 

 

要救助者の生命又は

身体に対する重大な

危険が切迫している

と判断した理由 

要救助者は、大雪という自然災害により生じた事故によ

り移動不能という状況下に置かれていることが想定され、

これを放置した場合、要救助者の生命に危険を及ぼしうる

ことから、要救助者の生命又は身体に対する重大な危険が

切迫していると認められるため。 

要救助者を早期に発

見するために当該位

置情報の提供を受け

ることが不可欠であ

ると判断した理由 

通報者Ｂは、要救助者Ａの位置を把握しておらず、消防

本部からＡの携帯電話に発信を行ったが応答がなかったた

め。 

 

(2) 山岳救助事案 

Ａが「富士山に登山に行く。」と外出してから、帰宅の予定日になっても帰らなかっ

たため、Ａの妻ＢがＡの携帯電話に連絡しても応答がなかったことから、Ａの救助につ

いて消防本部に通報した。 

 

要救助者の生命又は

身体に対する重大な

危険が切迫している

と判断した理由 

要救助者は、富士登山の際に生じた事故等により

連絡不能という状況下に置かれていることが想定さ

れ、これを放置した場合、要救助者の生命に危険を

及ぼしうることから、要救助者の生命又は身体に対

する重大な危険が切迫していると認められるため。 



 
 

要救助者を早期に発

見するために当該位

置情報の提供を受け

ることが不可欠であ

ると判断した理由 

通報者Ｂは、要救助者Ａの位置を把握しておらず

、消防本部からＡの携帯電話に発信を行ったが応答

がなかったため。 

 

 

 

 

 

(3) 違法性が阻却されない事案の例 

ア 要救助者が置かれている状況が不明な場合 

（状況例）通報者Ｂから「Ａが行方不明となったため、探してほしい。」と消防本部

に通報したが、要救助者の置かれている状況等が不明である。 

（考え方）要救助者が置かれている状況が一切不明であるため、要救助者の生命又は

身体に対する抽象的な危険も認められず、要救助者の生命又は身体に対す

る重大な危険が切迫していると認められない。 

 

イ 一定期間での投薬が必要な事案 

（状況例）Ａは一定期間ごとの投薬が必要であるところ、Ａが外出した後、投薬の時

間になっても帰宅しなかった。Ａの家族Ｂは、Ａの携帯電話に連絡しても

応答がなく、消防本部へと通報した。 

（考え方）要救助者の生命又は身体に対する危険性が認められるかは、その持病と

投薬の関係による。自宅治療の場合、１度の投薬を怠っても直ちに影響が

出ることは考えにくいため、原則、要救助者の生命又は身体に対する重大

な危険が切迫していると認められない。 
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